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研究成果の概要（和文）：わが国では、精神科における隔離・身体拘束の実施者数の増加が問題となっている。本研究
ではすでに米国と豪州において隔離・身体拘束の減少に実績のある、National Technical Assistance CenterによるSi
x Core Strategiesに基づき、過去に入院経験のある、現在地域で生活している精神障害者が当事者として「行動制限
最小化委員会」、「病棟での隔離・身体拘束振り返りグループ」に参加することの影響や効果をアクションリサーチに
より明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The increased seclusion and restraint use is serious problem in Japanese 
psychiatric care settings. In the United States and Australia, the Six Core Strategies by National 
Technical Assistance Center have been introduced and are proven to decrease seclusion and restraint use. 
Based on the Six Core Strategies, We conducted an action research to clarify influences and effects of 
peer supporters who have experienced hospitalization and participated in the “seclusion and restraint 
reduction committee” and “review group about seclusion and restraint experience in the psychiatric 
wards”.

研究分野：精神看護学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

1. 研究開始当初の背景 
① 精神科病院における隔離・身体拘束の現
状 
精神科医療における隔離・身体拘束の実施
者数は、精神保健福祉資料によると、隔離者
数、身体拘束者数ともに増加傾向にある（表
1）。国の政策として、平成 16 年の診療報酬
改訂で「医療保護入院等診療料」が新設され、
行動制限最小化委員会の設置が算定基準と
して設けられ、約 9割の精神科病院に設置さ
れている。それにも関わらず、データ上では
隔離・身体拘束者数は増加している現状にあ
り、行動制限最小化委員会の形骸化が懸念さ
れる。 

 H15年 H24年 

隔離者数 7741人 9791 人↑ 

身体拘束者数 5109人 9695 人↑ 

表 1 隔離・身体拘束者数 
② 精神医療における隔離・身体拘束に関す
る研究の現状 
隔離・身体拘束施行量の減少のための介入
方法については、すでに米国と豪州において
実績のある、National Technical Assistance 
CenterによるSix Core Strategies1)に述べら
れており、それには①組織改革のためのリー
ダーシップ②データ利用③スタッフのスキ
ルアップ④隔離・身体拘束使用防止ツール⑤
入院環境での医療消費者の役割⑥デブリー
フィングの 6戦略により、隔離・身体拘束が
減少したという結果が報告されている。日本
では野田ら 2)によって、6 戦略の②データ利
用を意識し、モニタリングに有用とされる一
覧性台帳から隔離・身体拘束の施行量を示す
質指標が開発されている。また、研究代表者
である三宅は平成 22 年度厚生労働科学研究
費補助金「新しい精神科地域医療体制とその
評価の在り方に関する研究」3)で、行動制限
最小化を阻害・促進する要因について、予備
調査に基づく分析を行った。その結果、行動
制限最小化の推進には、スタッフの意識変革、
行動制限最小化委員会のガイドラインの整
備が必要であることが示唆された。文献検討
の結果、隔離・身体拘束についての実態は
徐々に明らかにされつつある段階にあるが、
現状では介入方法に施設によってばらつき
があり、比較検討することや効果測定するこ
とが困難な状況にある。 
③ わが国の精神医療におけるピアサポー
ト活動 
実践例として、島根県出雲市で行われてい
る「ピアサポーター活動」がある。これは精
神科病院に入院経験があり、地域で生活する
精神障害者がピアサポーターとして、精神科
病院を定期的に訪問し、長期入院患者と関わ
りを持つ活動である。その結果として、長期
入院患者のエンパワーメントにつながり、退
院促進に効果があったと報告されている。行
動制限最小化においても同様に、隔離・身体
拘束を体験し、地域で生活している当事者が

医療に参加し、体験を医療者や隔離・身体拘
束を施行された入院患者に語ることにより、
地域で生活する当事者、入院患者、医療者を
エンパワーメントすることにつながると考
えた。特に語りの「共有」「振り返り」によ
り、必要な隔離・身体拘束を行う際の患者の
恐怖心や嫌悪感の軽減への配慮に気付いた
り、隔離・身体拘束の解除を促進したりする
ことができるのではないかと考えた。またそ
れとともに、精神症状の悪化を予防するため
の対処行動の強化ができると予測する。それ
が最終的には、隔離・身体拘束施行量の減少
に効果があると考える。そこで本研究では、
先に述べた Six Core Strategiesの⑤入院環
境での医療消費者の役割に注目した、「行動
制限最小化委員会の効果的運営」と「隔離・
身体拘束を振り返るためのグループ検討」に
ついてモデル開発と効果検証を行うことに
した。 
 
2. 研究の目的 
本研究では過去に隔離・身体拘束を体験し、
地域で生活している精神障害者が当事者の
立場で「行動制限最小化委員会」、「病棟での
隔離・身体拘束を振り返るためのグループ検
討」に参加することの効果をアクションリサ
ーチにより明らかにすることを目的とする。 
 
3. 研究の方法 
研究協力の得られた病院を対象に「行動制
限最小化委員会」「病棟での隔離・身体拘束
を振り返るためのグループ検討」を実施し、
それに入院経験のある現在は地域で生活し
ている当事者(以下当事者)が参加する。 
(1) 当事者、入院患者の選定 
 対象者の選定は研究者と主治医、看護師と
合議のうえで行う。 
(2) 隔離・身体拘束経験の共有 
 行動制限最小化委員会、病棟での隔離・身
体拘束を振り返るためのグループ検討に参
加する当事者、入院患者の隔離・身体拘束経
験を参加者全員で共有する。ただし、話した
くない場合にはそれを保証する。 
(3) 行動制限最小化委員会の実施 
 行動制限最小化委員会は病院にすでに設
置されている委員会を活用し、それに当事者
と研究者が参加する。通常の委員会の内容に
加え、ケース検討を行う。委員会終了後、参
加した医療従事者、当事者に対して委員会を
体験して感じた、認識や行動の変化に関する
インタビューを行う。 
(4) 病棟での隔離・身体拘束を振り返るため
のグループ検討 

 グループ検討は保護室を有する病棟で行
い、当該病棟の医療従事者も参加する。終了
後参加した医療従事者、当事者に対してグル
ープ検討を体験して感じた認識や行動の変
化に関するインタビューを行う。 
(5) 介入前後のデータ収集 
介入前後に看護師、退棟患者への認識調査



を｢エッセン精神科病棟風土 評価スキーマ」
(Essen Climate Evaluation Schema)、「攻撃
性 へ の 臨 床 姿 勢 」 (Attitude Toward 
Aggression Scale)、「クライエント満足度調
査」(CSQ-8J)の質問票を使用して測定を行う。 
(6) 用語の定義 
① 当事者 
 過去に入院治療を経験し、現在地域で生活
する精神障害者とする。 
② 入院患者(病棟での隔離・身体拘束を振り
返るためのグループ検討の対象者) 
隔離・身体拘束を経験し、現在は解除され
入院を継続している患者とする。 
③ 退棟患者 
隔離・身体拘束を振り返るためのグループ
検討を実施した病棟から、介入前後 1ヶ月の
間に退院、転出した患者とする。 
(7) 収集したデータの分析 
① インタビューにより得られた質的デー
タ 

 インタビューによって得られたデータは
逐語録におこし、コードを作成する。その後
抽象度を上げる作業を繰り返し、サブカテゴ
リーを生成し質的分析を行う。 
② 調査票により得られた量的データ 
 調査票により得られた量的なデータにつ
いては統計解析を行う。 
 
4. 研究成果 
 研究協力の得られた当事者は 3名であった。
行動制限最小化委員会、病棟での隔離・身体
拘束を振り返るためのグループ検討は各 6回
ずつ開催した。グループ検討にはのべ 13 名
の入院患者が参加した。得られた成果につい
て以下にまとめる。 
(1) 行動制限最小化委員会の実施 
① 当事者の自主性を引き出す 
 研究の開始にあたり、当事者に対して事前
に隔離・身体拘束に関する知識の提供などは
行わなかった。しかし行動制限最小化委員会
に参加するなかで、当事者たちが入院治療を
受けていた時点と現在の病棟の状況が違う
ことに気づき、現在の病棟状況への関心が高
まった。当事者より見学の申し出があり、急
性期治療病棟の保護室の見学を実施した。 
現在の精神医療の現状に触れることは、当
事者たちの関心を高めることにつながり、自
主性を引きだすことにつながった。 
② 入院患者の思いを知る 
 隔離・身体拘束の体験が当事者にとって、
どのような経験であったかを聞く機会は、臨
床では少ない。行動制限最小化委員会で、当
事者の経験を聞くことで、その経験がマイナ
スのイメージだけでなく、人によってはプラ
スの経験であることを知る機会となった。 
③ 検討内容のはばが広がる 
 従来の行動制限最小化委員会の内容は、精
神保健福祉法改正に関わる連絡事項や行動
制限の件数報告であった。事例の検討を追加
したことにより、他病棟との意見交換の機会

が生まれ、新たな側面を見出すことにつなが
った。また当事者とともに事例検討を行うこ
とによって、普段医療従事者が使っている言
葉を見直すことにもつながった。それは入院
患者への説明に専門用語を使用していては、
入院患者が正しい理解を得られないという
気づきであった。 
④ 隔離・身体拘束に対する看護師の姿勢の
変化 

 当事者の隔離・身体拘束の経験を聞くこと
によって、隔離・身体拘束の必要性に迫られ
た際に、隔離・身体拘束の必要性を再考する、
隔離・身体拘束の必要性について繰り返し説
明をする、という行動の変化が看護師に見ら
れた。 
⑤ 医療者側が検討内容を入院患者に伝え
ていないことに気づく 

 当事者が「医療者がこんなに検討をしてい
ることを知らなかった」と述べたことから、
医療従事者は普段から患者に関する多くの
検討を行っているにも関わらず、その検討の
内容を患者に伝えていないことに気づいた。 
⑥ 当事者が状態悪化することはなく終了 
 研究開始前の懸念は、研究に協力する当事
者が、隔離・身体拘束の経験を思い出すこと
によって、状態の悪化を招くのではないか、
ということであった。しかし、実際は状態悪
化を招いた協力者はおらず、最後まで実施で
きた。これには当事者と入院患者の間に生ま
れたエンパワーメントが大きく影響してい
た。 
(2) 病棟での隔離・身体拘束を振り返るため
のグループ検討の実施 

① 入院患者の不満の表出と受け止め 
 隔離・身体拘束の経験を語ると同時に、そ
の時に思っていた不満が入院患者から語ら
れた。そのような場面でも、入院患者は冷静
に振り返ることができ、また病棟看護師もそ
れに脅かされることなく、入院患者の気持ち
を受け止められていた。 
② 入院患者自身が状態悪化していた自分
を客観視できる 

 看護師は実施前、隔離・身体拘束が必要な
ほど病状が悪化している状態を、当事者が振
り返ったり、語ったりすることが困難である
と考えていた。しかし入院患者は看護師の想
像をはるかに超え、その時の状態を振り返り、
豊かに自分の経験を語っていた。状態悪化時
のことを覚えていない、語ることが難しいと
いう認識が間違いであると気づく場面が多
く見られた。  
③ 入院患者の新たな表情を引き出す 
 複数の入院患者、当事者、看護師で対処方
法について考えると、普段は見えない新しい
側面を見出すことができ、そこから新しいア
イディアが生まれた。そのような検討から看
護師が関わっているだけでは、見ることがで
きない、入院患者の表情を引き出すことにつ
ながった。 
④ 患者と看護師(医療者)の間にある不一致



に気づく 
 入院患者の経験や不満を聞くことによっ
て、看護師が提供するケアと入院患者の思い
の間にズレが生じていることに気づいた。ま
た普段提供しているケアが画一的になりが
ちであり、患者のニーズに合っていないこと
があることにも気づいた。そのような気づき
から、看護師にケアを提供する際、患者に寄
り添い、患者の声に耳を傾けようとする行動
変化が看護師に見られた。 
⑤ 普段の関わりでは分からない、患者の経
験を知る 

 看護師同士が共有する情報には限りがあ
り、またその内容は症状の悪化に注目されが
ちである。グループ検討の中で語られる内容
には、回復のきっかけに看護師がどのように
関わっていたのかも含まれていた。看護師の
視点だけでは気づくことが困難な、患者の経
験を知ることになった。 
⑥ 同じ経験をした者同士だから、かけられ
る言葉がある 

 当事者が入院患者にかける言葉には、経験
からくる、現実感があった。障害を抱えなが
らどのような人生を歩んでいくのか、それは
看護師という立場だけでは想像できない内
容であった。 
⑦ 参加者の選定が難しい 
 選定の基準は、隔離・身体拘束が解除され
た入院患者としていた。しかし解除直後は不
安定で主治医の許可が得られないこともあ
った。また安定していても同じ人に参加をお
願いすることになり、一人の負担が大きくな
るという懸念もあった。参加者の選定につい
ては、今後も検討が必要な課題である。 
 
5. 考察 
(1) 行動制限最小化委員会にケース検討を
導入した効果 
ケース検討の事例として選択される患者
は、病棟内で何度検討されても隔離や身体拘
束を解除することができず、そのことに医療
従事者は困難感や無力感を抱いていた。そし
て医療従事者の困難感や無力感は、その患者
に向き合う意欲を低下させていた。医療従事
者が現場で隔離・身体拘束の解除に向けて、
意欲を維持し続けることは患者の病状が重
症であるほど、長期化されるほど困難になる。
そのようなケースについて当事者とともに
ケース検討を行うことは、医療者従事者の困
難感や無力感を断ち切り、再度取り組む意欲
を取り戻す方向へ働きかけていた。 
従来の委員会と比較して、当事者が参加し
たことによりその場に緊張感が生まれたこ
とや隔離・身体拘束の体験を当事者とともに
共有したことが影響していたと考える。また
形骸化が懸念されていた委員会にケース検
討を導入したことにより、具体的な検討がで
きるようになり、委員会が活性化することに
つながった。 
(2) 当事者が行動制限最小化に参画する意

味 
① 入院患者と医療従事者の橋渡しをする
役割 

 研究開始当初、隔離・身体拘束を実施する
医療従事者の感情として、当事者や入院患者
から責められるのではないかという不安が
あった。しかし当事者が中立的な立場で穏や
かに自分の体験を語ることにより、入院患者
だけではなく、医療従事者も当事者にエンパ
ワーメントされる関係性が築かれた。当事者
のそのような姿勢は入院患者にも影響し、医
療従事者に不満を表現するときにも、感情の
高ぶりを軽減することにつながっていた。こ
れは当事者が醸し出す、互いを労り、ねぎら
う雰囲気が対立しがちな構造を緩和し、それ
が影響して安心して発言できる場となって
いたと考える。当事者は入院患者と医療従事
者の橋渡しをする役割を担っていた。 
② 医療従事者にはない気づきをもたらす 
 当事者の立場から、率直な意見を述べるこ
とによって、多くの気づきが得られた。普段
のかかわりの中で、自分たちが使用している
言葉が、入院患者に理解できるように表現さ
れているか、医療従事者が行っている検討内
容を入院患者にフィードバックしているの
か、などは当事者とともに検討を行わないと
気づきににくい内容であると考える。 
③ 当事者自身の成長につながる 
 行動制限最小化委員会や振り返るための
グループ検討への参加は、当事者自身の成長
にもつながった。回を重ねるごとに当事者の
姿勢は変化し、より積極的に主体的に関わる
ようになっていった。「同じ障害を抱える
人々の役に立ちたい」という思いや、入院患
者や医療従事者との相互性の中でそのよう
な変化が生まれたと考える。また人を支える
ためには、自分が健康を保つ必要があると考
え、体調管理にも気を使っていた。このよう
な行動は再発の予防や地域生活をより長く
維持することにつながると推察する。さらに
当事者のそのような姿勢は、入院患者のモデ
ルにもなると考える。 
 
6. 今後の課題 
 行動制限最小化委員会でのケース検討で
は、当事者の体験とあまりにもかけ離れた事
例の場合、そこで具体的な提案をすることが
難しい。ケース検討を行う際には、当事者に
も状況が分かるような工夫が必要であると
考える。また今回は一施設のみの実施であっ
たため、今後はより多くの施設で実施し、そ
の経験を積み重ねていく必要がある。 
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